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1改正案の概要

● 接続制度については、電気通信事業における競争基盤として、これまで「接続料の算定等に関する研究会」（座長：辻 正次 神戸

国際大学学長・教授。以下「研究会」という。）において、各種課題の議論・検証を進めてきた。

● 今般、研究会において第七次報告書が取りまとめられた（令和５年９月６日（水）公表）ところ、同報告書の内容を踏まえて接続制度

の一層の改善を図るとともに、接続制度に係る状況変化等を踏まえた所要の規定の整備を行うため、電気通信事業法（昭和59

年法律第86号。以下「法」という。）関係省令等の改正案を作成した。

主な改正事項

接続料の算定等に関する研究会第七次報告書の内容を踏まえた規定の整備

（１） 第一種指定電気通信設備の接続料における適正利潤の算定方法の見直し …………………………………………… １

【第一種指定電気通信設備接続料規則（平成12年郵政省令第64号。以下「一種接続料規則」という。）の一部改正】

（２） 第二種指定電気通信設備の接続料算定に係る様式等の見直し ………………………………………………………… ４

【電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号。以下「施行規則」という。） 及び第二種指定電気通信設備接続会計規則（平成23年総務省令第24号。以下「二種接

続会計規則」という。）一部改正並びにＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン（平成１４年６月策定、令和５年４月 終改定。以下

「ＭＶＮＯガイドライン」という。） の改定（一部諮問対象外）】

接続制度に係る状況変化等を踏まえた規定の整備

（３） 固定電話網のＩＰ網への移行等を踏まえた法定機能等の見直し ………………………………………………………… ８

【施行規則、 一種接続料規則、第一種指定電気通信設備接続会計規則（平成９年郵政省令第91号。以下「一種接続会計規則」という。）及び電気通信事業法第33

条第１項及び電気通信事業法施行規則第23条の２第１項の規定に基づき電気通信設備を指定する件（平成13年総務省告示第243号。以下「一種指定告示」とい

う。）等の一部改正（一部諮問対象外）】

（４） 「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」等に基づく規定の見直し ……………………………………………  20

【施行規則、一種接続会計規則及び二種接続会計規則の一部改正】

（５） その他所要の規定整備 【施行規則等の一部改正】 ………………………………………………………………………… 21



2（１）第一種指定電気通信設備の接続料における適正利潤の算定方法の見直し

省令改正案 【一種接続料規則】 規定の趣旨

● 研究会では、令和５年度以降の加入光ファイバ接続料の改定に向けて、第一種指定電気通信設備の接続料における適正

利潤の算定方法について議論を行い、次の結論を得た（研究会第七次報告書第７章）。

① β値については、直近のＮＴＴ持株会社の株式データを基に見直すことが適当。

② 主要企業の平均自己資本利益率の算定に当たっては、長期安定的な指標である長期投資用エクイティ・リスク・プレミア

ムを採用することが適当。

● ①については、省令の改正を要さないため、将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改定等（令和５年５月26日諮問、令和５年７

月21日答申・同日認可）において反映した。②についても、速やかに反映するために同改定において３条許可（※１）により反映したが、

今般、一種接続料規則を改正することにより、研究会の結論を省令上の適正利潤の算定方法に反映する。
（※１）第一種指定電気通信設備の接続料は一種接続料規則に定める方法により算定された原価及び利潤に照らし公正妥当なものであることが求められるが、特別の理由がある場合には、一種

接続料規則第３条ただし書きの規定に基づき、総務大臣の許可を受けて別の算定方法を採用することが可能。

（自己資本費用）
第12条 一般法定機能に係る自己資本費用の額は、次に掲げる式により計算する。
自己資本費用＝当該一般法定機能に係るレートベース×自己資本比率×自己資本利益率

２ （略）
３ 第一項の自己資本利益率は、次に掲げる式により計算される期待自己資本利益率の過去三年
間（リスク（通常の予測を超えて発生し得る危険をいう。以下この条において同じ。）の低い金融商品の平均金
利が、他産業における主要企業平均自己資本利益率に比して高い年度を除く。）の平均値又は
他産業における主要企業の過去五年間の平均自己資本利益率の過去五年間の平均値のいず
れか低い方を上限とした合理的な値とする。
期待自己資本利益率＝リスクの低い金融商品の平均金利＋β×（他産業における主要企業
の平均自己資本利益率－リスクの低い金融商品の平均金利）

４ （略）
５ 第三項の規定にかかわらず、第一種指定設備管理運営費の額が第十条第一項に掲げる式に
より計算される場合（対象設備等を撤去した際の残存価額相当額の支払いを要する場合に限る。）においては、
第一項の自己資本利益率は過去三年間のリスクの低い金融商品の平均金利の平均値又は他
産業における主要企業の過去五年間の平均自己資本利益率の過去五年間の平均値のいずれ
か低い方を上限とした合理的な値とする。

・ これまで、期待自己資本利益率の算定に用いる主要

企業自己資本利益率については、国内４証券取引所（札

幌、東京、名古屋及び福岡）の上場企業の実績財務データに

より算定していたが、直近では、新型コロナウイルス感

染症等の影響により大きな変動が生じていた。

・ 研究会の結論を踏まえ、主要企業の平均自己資本利

益率の算定に当たっては、第二種指定電気通信設備の

接続料算定においても用いられている長期投資用のエ

クイティ・リスク・プレミアム（イボットソン・アソシエイツ・ジャパン

株式会社が発行する「Japanese Equity Risk Premia Report」の

「Japan Long-Horizon Equity Risk Premia」（計測期間：1952年から））

を使用する。

・ 同指標は電気通信事業に係るリスク・プレミアムを含む

ところ、他産業の主要企業を参照することとされている

現行の主要企業自己資本利益率に係る規定を見直す。



3（参考）適正利潤の算定方法

● 報酬（適正な利潤）は、第一種指定電気通信設備の機能の提供に用いられる資産の資本調達コストと位置づけられるもの

であり、機能ごとに他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を合計して算定される。

適正報酬額

レートベース 他人資本比率 他人資本利子率

レートベース 自己資本比率 自己資本利益率

レートベース

自己資本比率 自己資本利益率

有利子負債以外の
負債比率

＝

＝

＝

（設備毎の正味固定
資産価額から算定）

×

×

×

（全社の資本構成比率から算定）

×

×

有利子負債以外の
負債の利子相当率

×

×

＋ 利益対応税率×

（法人税、事業税及びその他所得に
課せられる税の税率から算定）

＝

期待自己資本利益率

期待自己資本利益率の過去３年間の平均値又は他産業における主要企業の過
去５年間の平均自己資本利益率のいずれか低い方を上限とした合理的な値

リスクの低い
金融商品の
平均金利

1-β × β＋ ×
主要企業の平均
自己資本利益率

（「ＣＡＰＭ的手法」により算定）

（国債10年ものの利回り
※マイナスの場合は０）

他人資本費用
（第11条）

自己資本費用
（第12条）

利益対応税
（第13条）

＝
＋

＋

■ ＣＡＰＭ的手法

○ 資本試算評価モデル（ＣＡＰＭ：Capital Asset Pricing Model）は、資産市場で成立する一般均衡状態にお
いて、合理的な期待形成を行う投資家のポートフォリオは市場ポートフォリオと無リスク資産との
組み合わせになるという考え方に基づくもの。

○ 接続料の算定においては、事業の安定性とリスクとを織り込んだ指標を用いて客観的な基準を設
定する観点から、この考え方に基づき算出されたものを期待自己資本利益率としている。

○ ＣＡＰＭの考え方によれば、ある株式のリスクを表す数値「β」が分かれば、その株式の期待利
益率（右図の𝑟  ）は、市場自己資本利益率（右図の𝑟  ）とリスクフリーレート（右図の𝑟  ）をパラ

メータとした、βの一次関数により推定できる。（市場自己資本利益率とリスクフリーレートの差は全企業で共通で

あると仮定。）

○ βは、市場収益率が変化したときに、ある株式の収益率がどのくらい変化するかを表す値である。
当該企業の価値と市場価値の相関が強いとき、βは高くなる。

𝛽0

𝑟

1

𝑟

𝑟 𝑟 𝑟 𝛽 𝑟 𝑟

※ 第一種指定電気通信設備の接続料算定においては、（第一次）接続料の算定に関する研究会報告書での議論を踏まえ、平成11年の
「指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則」（平成９年郵政省令第92号。現在の第一種指定電気通信設備接続料規則の一部
に相当。）の改正により、自己資本利益率の算定にＣＡＰＭ的手法が導入された。

（イボットソン・アソシエイツ
・ジャパン株式会社のデータ）



4（２）第二種指定電気通信設備の接続料算定に係る様式等の見直し

● 第二種指定電気通信設備の接続料は、二種接続会計規則により整理される接続会計等を基礎として算定され、接続約款

の届出に当たり添付される算出根拠は施行規則に様式が規定されている。接続料の適正性について、毎年度、算定根拠を

基に総務省で検証を実施し、その結果を踏まえ、研究会において算定の精緻化や適正性の更なる向上に向けた検討を実施。

● 研究会第七次報告書において提言のあった以下の２点について、施行規則の様式、二種接続会計規則及びＭＶＮＯガイ

ドラインを改正することにより、接続料算定の精緻化及び適正性の更なる向上を図る。

① 接続会計における費用配賦の検証のための様式追加

・ （原価抽出ステップ１の配賦に用いる）固定資産価額比の算出プロセスの検証可能化

・ （原価の大宗を占める）減価償却費及び施設保全費について、原価抽出ステップ１の算出プロセスの検証可能化

② 算定根拠における予測値の算定方法に関する記載の追加

・ 見込みの具体的かつ細かな粒度での提示、見込みと予測値設定との間の因果関係の明確化

・ 「予測値と実績値の差異」及び「予測値と予測値の差異」が発生する要因分析結果の次期予測値算定への反映

①接続会計における費用配賦の検証のための様式追加

・ 音声/データ接続料の原価は、３ステップ（ステップ１：音声伝送役務/データ伝送役務間の費用配賦、ステップ２：トラヒック連

動費用/回線容量課金対象費用の抽出、ステップ３：接続料原価の抽出）に基づき抽出される。

・ ステップ１については、二種接続会計規則に配賦基

準が示されているとともに、二種指定設備設置事業

者は配賦基準を記載した配賦整理書を作成・提出す

ることとされている。

原価抽出プロセスの概要



5（参考）原価抽出プロセス（ステップ１）の全体像

● ステップ１においては、移動電気通信役務に係る各営業費用が①音声直課費用、②データ直課費用及び③配賦対象費用

に分類される。接続料原価の大宗を占める減価償却費及び施設保全費については、①②のとおり各役務に費用を直課した

上、③の配賦対象費用については「固定資産価額比」に基づいて配賦される。

● 固定資産価額比の算出に当たっては、①音声直課資産、②データ直課資産及び③配賦対象資産に分類され、③について

は原則として回線数比又は取扱量比に基づいて算出することとされている。

● 直課/配賦については、固定資産価額比を算出する際の資産の直課/配賦と減価償却費及び施設保全費といった費用を

音声/データ間で配分する際の費用の直課/配賦について区別して議論することが必要。

◆ 二種接続会計規則別表第三（抜粋）
１ 第８条の規定により読み替えて準用する事業会計規則第15条第２項に規定する基準は、次のとおりとする。

（１）二以上の種類の役務に関連する営業収益は、原則として営業費用額比によって各種類の役務に配賦すること。
（２）二以上の種類の役務に関連する営業費用は、原則として次の基準によって各種類の役務に配賦すること。

施設保全費 関連する固定資産価額（取得原価をいう。共通費、管理費、試験研究費及び研究費償却について同じ。）比
減価償却費 関連する固定資産価額（帳簿価額をいう。以下同じ。）比

（３）二以上の種類の役務に関連する固定資産は、原則として回線数比又は取扱量比によって各種類の役務に配賦すること。

（研究会（第73回）資料より抜粋）



（個別注記表、役務別固定資産帰属明細表、移動電気通信役務収支表、接続会計報告
書及び配賦整理書）

第５条 事業者は、別表第一による個別注記表、（略）並びに別表第五による役務別固定資
産整理表及び別表第六による移動電気通信役務費用整理表を含む当該役務別固定資産
帰属明細表及び（略）を作成しなければならない。

別表第五 役務別固定資産整理表の様式（第５条及び第10条関係）【新設】
様式第１ 直課及び配賦に係る固定資産価額

様式第２ 主要な直課対象の固定資産項目

様式第３ 主要な配賦対象の固定資産項目

6（２）第二種指定電気通信設備の接続料算定に係る様式等の見直し

省令改正案 【二種接続会計規則】 規定の趣旨

・ 原価の大宗を占める減価償却費及び施設保全費における音

声伝送役務/データ伝送役務間の配賦基準となる固定資産価

額比について、その算出プロセスを総務省において検証可能と

するため、

✓ 音声伝送役務/データ伝送役務に直課/配賦している固定

資産価額の総額 （様式第１）

✓ 音声伝送役務/データ伝送役務に直課している主要な固定

資産の項目、価額及び直課とする理由 （様式第２）

✓ 音声伝送役務/データ伝送役務間で配賦している主要な固

定資産の項目、価額、配賦基準等及び当該配賦基準を採用

する理由 （様式第３）

について、固定資産区分ごとに記載する様式を配賦整理書に

追加（別表第五）。

・ 減価償却費及び施設保全費の音声伝送役務/データ伝送役務

間での配分についても、原価抽出ステップ１の算出プロセスを

総務省において検証可能とするため、

✓ 音声伝送役務/データ伝送役務に係る直課/配賦している

費用の総額

✓ 音声伝送役務/データ伝送役務に直課している主要な費用

の項目、額及び直課とする理由

✓ 音声伝送役務/データ伝送役務間で配賦している主要な費

用の項目、額、配賦基準等及び当該配賦基準を採用する理

由

について、費用区分ごとに記載する様式を配賦整理書に追加

（別表第六として別表第五と同様の様式を新設）。

①接続会計における費用配賦の検証のための様式追加

役務の種類

移動電気通信役務

音声伝送役務 データ伝送役務 合計

直課して
いる固定
資産価額

配賦して
いる固定
資産価額

小計 直課して
いる固定
資産価額

配賦して
いる固定
資産価額

小計

電気通信事業固定資産（帳簿価額）

有形固定資産

機械設備

（略）

有形固定資産合計

無形固定資産合計

電気通信事業固定資産合計

主要な直課対象の固
定資産項目

当該固定資産項目の
価額（単位：円）

当該固定資産項目を
直課している電気通
信役務の別

当該固定資産項目を
直課している理由

有形固定資産

機械設備

（略）

無形固定資産

主要な配賦対象
の固定資産項目

当該固定資産項
目 の 価 額 （ 単
位：円）

当該固定資産項
目の配賦基準

当該配賦基準の
具体的な比率

当該配賦基準を
採用する理由等

有形固定資産

機械設備

（略）

無形固定資産

（単位 円）



7（２）第二種指定電気通信設備の接続料算定に係る様式等の見直し

省令改正案 【二種接続会計規則】 規定の趣旨

（接続会計報告書等の公表）
第10条 （略）
２ （略）
３ 【新設】 前二項の規定にかかわらず、事業者は、その事業上の秘密の保持の必要
により、接続会計報告書等のうち別表第五による役務別固定資産整理表及び別表第
六による移動電気通信役務費用整理表を公表しないことができる。

・ 現行の規定では、接続会計報告書及び配賦整理書は全て公表

することとしている（第10条第１項）が、今般追加する別表第５及び別

表第６により作成される書類には二種指定設備設置事業者の経

営上の機密情報を含む可能性があるため、公表しないことができ

る旨を規定（第10条第３項）。

①接続会計における費用配賦の検証のための様式追加

省令改正案 【施行規則】 規定の趣旨

様式第17の４の２ ２ データ伝送交換機能の回線容量単位接続料の原価の算出 ・ 将来原価方式による接続料算定に必要な原価の予測値の精緻

化のため、原価の算出に係る様式において、

✓ 予測値算定のための計算式や具体的な値の設定における見

込みの考え方について、費用区分ごとに細かな粒度での記載を

求めるとともに、見込みと予測値設定との因果関係の明確化の

ための記載例を追加。

✓ 「予測値と実績値の差異」及び「予測値と予測値の差異」が発

生する要因分析の結果を予測値に反映することを求めるととも

に、分析結果と予測値設定との因果関係の明確化のための記

載例を追加。

・ 同様の規定を、利潤及び需要の算出に係る様式（様式第17の４の４

及び様式第17の４の６）にも追加。

・ ＭＶＮＯガイドラインにも対応する記載を追加。

② 算定根拠における予測値の算定方法に関する記載の追加（諮問対象外）

費用区分 予測値の具体的な計算式等 基礎的なものの具体的な値

（費用区分略）

データ伝送役
務に係る費用 回線容量課金

対象外費用
回線容量課金
対象費用 接続料対象外費用 接続料原価

実
績
値

参
考
値

予
測
値

実
績
値

参
考
値

予
測
値

実
績
値

参
考
値

予
測
値

実
績
値

参
考
値

予
測
値

実
績
値

参
考
値

予
測
値

（費用区分略）

合計

（注１～８ 略）
９【新設】 「予測値の具体的な計算式等」の欄には、費用区分ごとに、注10に規定す
る具体的な値の設定における見込みの考え方について記載すること。（略）

（記載例）
…の取組により…に係る費用の低減を見込む。

（９10 略）
11【新設】 様式第17の４の９表１（略）及び表２（略）について、原価の「乖離が生じた
理由」が一過性のものでないと考えられる場合は、それを踏まえて注10に規定する
具体的な値を設定し、「予測値」の欄を記載すること。また、「予測値の具体的な計算
式等」の欄に、当該理由による見込みの考え方について記載すること。（略）

（記載例）
様式第17の４の９の「乖離が生じた理由」より、…の傾向を踏まえ、…に係る費用の
低減を見込む。



（３）固定電話網のＩＰ網への移行等を踏まえた法定機能等の見直し

● マイラインはＮＴＴ東日本・西日本の加入電話の利用者が、事前に登録することで事業者識別番号をダイヤルしなくても「市

内」「市外」「県外」「国際」の区分ごとに中継事業者を選択できるサービス（平成13年に導入）。

● 情報通信審議会答申「固定電話網の円滑な移行の在り方」（平成29年３月28日一次答申、９月27日二次答申）の考え方を踏まえ、固定電話

網のＩＰ網への移行に伴い、ＮＴＴ東日本・西日本加入電話発の接続ルート切替（令和６年１月）時に、マイラインは廃止される（※１） 。

● マイラインを実現するための機能として、一種接続料規則において「優先接続機能」が設定されているところ、マイライン廃

止後の令和６年３月に、当該機能を法定機能（※２）から削除する。

（※１）二次答申においては、これまでマイラインにより担保されてきた電気通信事業者間での通話に用いる電話番号の桁数の同等性の確保は、ＩＰ網への移行後は、ＮＧＮの優先パケット識別機能

等を用いたサービス提供において番号ポータビリティを行うことで可能となると整理されている。

（※２）第一種指定電気通信設備制度においては、総務省令で定める機能（法定機能）の単位で接続料を設定することとされている。法定機能は、第一種指定電気通信設備との接続に係る機能のう

ち、他の電気通信事業者が必要とする機能のみを細分化して使用できるようにした機能であり、「アンバンドル機能」とも呼称する。

① 優先接続機能（マイライン）の廃止

省令改正案 【一種接続料規則】

（法定機能の区分、内容及び対象設備等）
第４条 法定機能は、次の表の上欄及び中欄に定める機能とし、それぞれの法定機能に対応した設備等を
同表の下欄に掲げる対象設備及びこれの附属設備並びにこれらを設置する土地及び施設（以下「対象設備

等」という。）とする。

機能の区分 内容 対象設備

（略）

二 端
末 系 交
換機能

（略）

（略） 第一種指定加入者交換
機（第一種指定端末系伝送
路設備、第一種指定中継系
伝送路設備等及び信号用伝
送装置とのそれぞれの間に
設置される伝送装置等を含
む。）

優先
接続
機能

電気通信事業者の電気通信設備を識別する電気通信番
号を第一種指定加入者交換機に登録し、当該第一種指定
加入者交換機により、加入者回線ごとにあらかじめ指定さ
れた電気通信事業者の電気通信設備に優先的に接続す
るために、その登録した電気通信番号を識別する機能

（略）

（略）

規定の趣旨

・ 第一種指定電気通信設備の加入者交換機

等における端末系交換機能のうち「優先接続

機能」を法定機能から削除し、当該機能に係

る接続料の設定義務を解除。

（※３） 当該機能は日本電信電話株式会社等に関する法

律（昭和59年法律第85号）附則第16条に基づく東西均

一接続料の対象とされてきたところ、東西均一接続料関

係省令において所要の措置を講じる。

✓ 東日本電信電話株式会社の西日本電信電話株式

会社に対する金銭の交付に関する省令（平成15年総

務省令第119号）第３条（諮問対象外）

✓ 接続料規則の一部を改正する省令（平成17年総務

省令第14号）附則第15項

（※４） 削除に伴い、当該機能に係る接続料の設定方法

に関する規定を削除（一種接続料規則第１５条の一部改

正）。

8



9メタルＩＰ電話の通話サービス卸の提供条件の検証（概要）

● マイライン廃止後は、各事業者がマイラインにおいて有していた顧客基盤（タッチポイント）を確保するなどの観点から、ＮＴＴ東日

本・西日本から、希望する他事業者に対し「メタルＩＰ電話の通話サービス卸」（以下「メタルＩＰ通話卸」という。）が代替として提供される。

● 事業者間協議を踏まえて提供条件等が決定され、マイライン提供事業者のうち２社（ＫＤＤＩ及びソフトバンク。令和５年８月現在のマイライン提供

事業者はNTT東日本・西日本、ＮＴＴコミュニケーションズ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、楽天モバイル、アルテリア・ネットワークスの７社。）において、法人のマイライン利用者向け

にメタルＩＰ通話卸によるサービスを開始する。（それ以外の利用者については一律でＮＴＴ東日本・西日本の通話サービスに移行）

● メタルＩＰ通話卸については、「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申において、他事業者による安定的な利用を可

能とするための透明性・適正性・公平性の観点から、これによってマイライン代替サービスの提供が現実的と認められるか、

総務省において提供条件について検証を行うこととされている。

○ 固定電話網の円滑な移行の在り方 二次答申 ～ 終形に向けた円滑な移行の在り方～（平成29年９月27日情報通信審議会答申）

５．３ マイライン機能の扱い ５．３．２ 具体的方向性（考え方）

他方で、案①（注：マイラインを廃止した上でメタルＩＰ電話の通話サービス卸を代替とする案）を採用するとした場合、現在のマイライン利用者への電話の提供条件が、通話サービス卸の提供条件に

大きく影響されることとなる点に留意する必要がある。

実際、マイラインの代替サービスを提供するものとしてＮＴＴから提案されているメタルＩＰ電話の通話サービス卸については、事業者間協議において、他事業者による安定的な利用を可能とするため

透明性・適正性・公正性を確保することが課題として認識された。

これについては、メタルＩＰ電話の通話サービス卸の提供条件について、総務省において検証を行い、これによってマイライン代替サービスの提供が現実的と認められる場合には、これによるマイライ

ンサービスからの代替を進めることとし、マイラインサービスのための制度の廃止手続きに入ることが適当と考えられる。

メタルＩＰ通話卸の提供形態の概要

ＮＴＴ東日本・西日本 メタルＩＰ電話利用者（法人）

利用事業者

通話サービス卸契約

【通話料部分】

通話サービス契約（小売）

【基本料部分】

メタルＩＰ電話契約

【マイラインからの移行方法】
・ 法人利用者の移行先サービスは、令和５年６
月末時点のマイライン登録状況に基づき決定。

・ 令和５年６月まで、マイライン利用者に対し、マ
イライン事業者協議会より、①マイラインが終了
する旨及び②その時点での登録状況に基づく
移行先サービス（予定）を周知済。

・ 周知を踏まえ、法人利用者は期限までにマイ
ラインの登録を変更することにより、移行先
サービスを変更することも可能。



10メタルＩＰ電話の通話サービス卸の提供条件の検証（検証結果）

提供条件 検証結果

卸役務の内容

・ ＮＴＴ東日本・西日本のメタルＩＰ電話の利用者向けの通話サービス（※１）

・ 一部呼種（0AB0、緊急通報、117・177以外の1XY）を除く（※２）。

（※１） マイラインで設定されていた区分毎に卸役務を提供（４区分卸）するのではなく、通話区

分を問わず一括で卸役務を提供する（１区分卸）。

（※２） 対象呼種はマイラインと比較して拡大（0A0（携帯電話）着、#ABCD、１１７等が追加）。

卸料金、工事費・手続費

・ 卸料金：利用者料金（通話料）に一定の割合（ ）を乗じた額に回線単位料

金（ 円／月）を加えた額。

・ 工事費：設定しない（不要）。

・ 手続費：一括移行（令和６年１月）時には手続費は設定しない（不要）。その後の

新規申込み（東西間移転を含む。）・卸先事業者変更等の際には、 円／回線。

その他の主要な提供条件

・ 提供開始時期：令和６年１月１日（月）（※３）

・ 提供地域：全国（ＮＴＴ東日本は東日本、ＮＴＴ西日本は西日本）

・ 卸元事業者が卸先事業者に設定するインセンティブ等：なし

・ 卸元・卸先の責任分担：利用者対応、個人情報の取扱い等を規定

・ 電気通信回線設備の使用の態様に関する制限、技術的事項：なし

・ 受付方法・料金請求方法等の運用については、利用事業者２社との協議を

踏まえて決定した内容を提供条件に反映（※４）。

・ その他の主要な提供条件については、ＮＴＴ東日本・西日本のメタルＩＰ電話

の通話サービス（小売）と同一。
（※３） ＮＴＴ東日本・西日本及び利用事業者２社においては、既に上記提供条件において卸電

気通信役務提供契約を締結済み。

（※４） 利用者に対する料金請求が利用の翌々月となる（マイラインでは翌月）等。

（Ａ）透明性

・ 提供条件の案が全てのマイライン事業者（平成29年度時点）に対して公表された

上で、二次答申の考え方を踏まえた事業者間協議での議論を経て決定（※５）。

（※５） マイライン事業者協議会「マイライン会合」（平成29年11月21日）において案を公表。その後

議論が行われ、同会合（令和元年12月10日）において主要な提供条件について合意。その後、Ｎ

ＴＴ東日本・西日本と利用事業者２社間の会合において詳細な提供条件について合意。

・ 今次検証で、非公表とすべき理由が認められる部分を除いて主要な提供条件

が公表されている。

（Ｂ）適正性

・ 卸料金は、ＮＴＴ東日本・西日本の利用者料金との関係で、スタックテストにお

ける営業費相当額の基準値との関係で問題が認められない水準で設定されて

おり、手続費については、現行のマイライン登録費（800円／回線）と比較して大き

な乖離がない水準であることから、卸先事業者がマイライン代替サービスの提

供に用いることができると考えられる。

・ また、コスト（接続料相当額）との関係は（参考）のとおりであり、卸料金として適正

性を欠くものではないと考えられる。

・ その他の提供条件については、マイラインと比較した差異（対象呼種の拡大、請求

月の差異等）はあるものの、利用者にとっての代替性に影響を及ぼすものではな

い点か、事業者間協議での議論を踏まえて決定された点に限られる。

（Ｃ）公平性

・ 利用事業者２社で提供条件の差異はない。

・ ＮＴＴ東日本・西日本の通話サービス（小売）との差異は、卸提供のために必要

な点又は事業者間協議での議論を踏まえて決定された点に限られる。

→ マイライン廃止時点（令和６年１月）においては、メタルＩＰ通話卸によって

マイライン代替サービスの提供が現実的と認められる。

● 今般の優先接続機能の削除に際し、総務省において検証を行ったところ、結果は次のとおり。



接続料相当額

11（参考）メタルＩＰ電話の通話サービス卸の卸料金とコストの関係

卸料金



12（参考）固定電話網のIP網への移行工程

① ひかり電話のＩＰ相互接続は令和３年１月よりNTT東日本・西日本間において接続試験を開始し、同年５月より接続を開始。

他事業者とのIP相互接続についても順次開始している状況。

② 加入電話着は令和４年６月から接続ルート切替を開始。

③ 加入電話発は令和６年１月から接続ルート切替を開始予定。
（令和６年１月にNTT東日本・西日本の加入電話・INSネットの料金・提供条件の一部変更が行われる予定（契約の移行は伴わない）。）

④ 令和７年１月にＩＰ網への接続ルート切替が完了する予定。

令和元年度
（２０１９年度）

令和２年度
（２０２０年度）

令和３年度
（２０２１年度）

令和４年度
（２０２２年度）

令和５年度
（２０２３年度）

令和６年度
（２０２４年度）

令和７年度
（２０２５年度）

ひかり電話の
相互接続
（東西間接続試験）

加入電話着の接続ルート切替

加入電話発の接続ルート切替

①ひかり電話接続
ルート切替開始

・2021年１月
（東西間接続試験開始）

・2021年５月
（東西間接続開始）

加入電話・INSネットの
料金・提供条件の

一部変更

2024年１月

ＰＯＩビル環境構築等

出典： ＮＴＴ東日本・西日本資料を基に総務省が作成

④接続ルート
切替完了
2025年１月

②加入電話着の接
続ルート切替開始

2022年6月

NTT東西の
IP相互接続を開始
他事業者とのIP相互接続を開始

③加入電話発の接
続ルート切替開始

2024年１月
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● ＩＰ網へ移行後、ＮＴＴ東日本・西日本と他事業者との接続は、ＰＯＩビル（東京、大阪の２箇所）における発着二者間の直接接続（双方

向接続）となる。

● この場合、メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話は、それぞれメタル収容装置と収容ルータを通じて同一のコア網に収容され、他事業

者とのＰＯＩも同一となる。

光メタル

光IP電話メタルIP電話

IP網

収容ルータ

ＧＷ
ルータ

収容装置
メタル
収容装置

変換
装置

サーバ等
SIP

サーバ等

中継ルータ

他事業者
ＰＯＩビル
での接続

メタル

光IP電話

光

加⼊電話等

IP網PSTN

サーバ
SIP
サーバ

収容ルータ
加⼊者
交換機

変換
装置

相互接続
交換機

信号
交換機

中継
交換機

中継ルータ

他事業者
ＩＣ接続

（ＩＧＳ接続）ＧＣ接続

ＩＰ網へ移行後現状

加入電話等と光ＩＰ電話は
別々のコア網を使用。

他事業者との接続方法も
それぞれ異なる。

メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話
はコア網を共有。

同じＰＯＩビルで他事業者と
接続。

加入電話 光ＩＰ電話

他事業者との接続方法 ＧＣ接続（３００か所以上）
ＩＣ接続（約１００か所）

ＩＧＳ接続
（ＩＣ接続の附随機能）

メタルＩＰ電話 光ＩＰ電話

他事業者との接続方法 ＰＯＩビルでの接続
（東京、大阪の２か所）

出典： ＮＴＴ東日本・西日本資料を基に総務省が作成



14（参考）マイライン登録数の推移

● マイラインの登録総数は、ピーク時（平成15年度）の1億7,303万件に比べて、約76％減の4,208万件。

● 各通話区分で見ると、ピーク時は、約3,700万件～約4,700万件であったが、約958万件～約1,100万件に半減。
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2,288
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1,626 
1,525 

1418
1319
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1129

1046
958

16,674 
17,004 

17,303 17,260 

16,223 

15,209 
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13,009 

12,026 

11,033 
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9,084 

8,311 
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7,142 
6698

6230
5792

5345
4957

4593
4208

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

市内 市外 県外 国際

（年度末）
○参加事業者（７社）： ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケーションズ、楽天、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、アルテリア・ネットワークス

「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申
～ 終形に向けた円滑な移行の在り方～

（平成29年度）

「PSTNのマイグレーションに関する
概括的展望について」の公表

（平成22年度）

ドライカッパの音声電話向け
アンバンドル提供
（平成１６年度）



（３）固定電話網のＩＰ網への移行等を踏まえた法定機能等の見直し

● 令和５年度の接続料の改定等に係る接続約款の変更（令和５年１月20日諮問、３月24日答申・認可）において、固定電話網のＩＰ網への移

行等やメタルサービスの需要縮小等の固定通信分野における状況変化等に起因し、長期間にわたって接続事業者の利用

がない状態にあり、将来的な利用意向がないことも確認された機能（ＮＴＴ東日本・西日本の利用部門のみが利用する機能を含む。）について、３条

許可を受けて接続料を設定しない取扱い等を行った。
（※１）当該変更に際して情報通信行政・郵政行政審議会が行った意見募集及び再意見募集では、当該取扱いに係る関係事業者等の意見はなかった。

● これら機能について省令上法定機能から削除するとともに、これに伴い不要となった標準的な接続箇所及び接続会計の

費用区分を削除する。また、何ら法定機能が設定されないこととなるＮＴＴ東日本・西日本の「地域ＩＰ網」の交換等設備を第

一種指定電気通信設備の範囲から除外する。

② 利用のない機能の廃止

15

名称 機能の概要 利用イメージ 利用状況

特別帯域透過端末
回線伝送機能（ドライ
カッパのサブアンバ
ンドル（ＦＴＴＲ））

ＦＴＴＲ方式（局舎からき線点付近（上部区間）は光ファイバ、き線

点付近から利用者宅まで（下部区間）はメタル回線を用いる方式）に
よるインターネットサービスの提供のため、下部回線
に用いるメタル回線のみを利用する接続機能
※接続料規則改正（平成22年１月８日）によりアンバンドル

・接続事業者による利用
は平成23年度末まで。

・利用部門の利用なし。

折返し通信路設定
機能（ＩＳＭ折返し）

ISDNを用いたインターネットサービスの提供のため、
局舎に設置されたISM交換機において、データ通
信に用いる回線（折返し接続回線）を識別して通信路を
設定する接続機能
※接続料規則制定（平成12年１１月16日）によりアンバンドル

・接続事業者による利用
は平成26年９月まで。

・利用部門の利用あり。

特別収容ルータ接続
ルーティング伝送機
能（地域ＩＰ網の収容
局接続）

ＮＴＴ東日本・西日本のフレッツＡＤＳL・ISDNの提
供に用いられる地域IP網について、収容局の接続
用装置（RAS）経由で利用する接続機能
※接続料規則改正（平成13年４月６日）によりアンバンドル
※地域ＩＰ網の中継局接続機能については、平成25年５月接続料改定
によりアンバンドル機能から削除。

・アンバンドル以降現在
まで、接続事業者によ
る利用はなし。

・利用部門の利用あり。

利用者宅
き線点近傍の電柱

下部回線
（メタル）

上部回線（加入光ファイバ等）

MDF

FTM

他社IP網

局舎

利用者宅

ISDN
DSU ISM

交換機

MDF/IDF

RAS 地域IP網

網終端
装置

インターネット

局舎（収容局）

特別収容ルータ接続
ルーティング伝送機能

折返し通信路設定機能

ISM折返し接続機能

＜廃止する機能＞
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省令改正案 【一種接続料規則】

（法定機能の区分、内容及び対象設備等）
第４条 法定機能は、次の表の上欄及び中欄に定める機能とし、それぞれの法定機能に対応した
設備等を同表の下欄に掲げる対象設備及びこれの附属設備並びにこれらを設置する土地及び
施設（以下「対象設備等」という。）とする。

機能の区分 内容 対象設備

一 端末
回 線 伝
送機能

（略）

特別帯域
透過端末
回線伝送
機能

第一種指定端末系伝送路設備（アナロ
グ信号伝送用の電話回線と同等のものであって、
当該設備の一部に光信号伝送用の回線を設置

していないものに限る。）により通信を伝送
する機能（分割した帯域の一部のみを利用し
て伝送するもの及びき線点近傍の電柱等から
第一種指定市内交換局までの間を伝送するも
のを除く。）

第一種指定端末系伝送路設
備（アナログ信号伝送用の電話回線
と同等のものに限る。）（加入者側終
端装置及び第一種指定端末系交換
等設備との間等に設置される伝送装
置等を除く。）

（略）

（略）

（略）

三 削除
折返し通
信 路 設
定機能

端末系伝送路設備を識別するための電気通信番
号により、第一種指定加入者交換機に収容されて
いる特定の端末系伝送路設備を識別して、当該端
末系伝送路設備への通信路の設定を行う機能

Ｉ イ ン タフェース加入者モ
ジュール又はこれに相当する
設備

（略）

六 の 二
ルーティ
ング伝送
機能

（略）

特別収容
ルータ接
続 ル ー
テ ィ ン グ
伝送機能

他の電気通信事業者の電気通信設備
を特別第一種指定収容ルータで接続
する場合における特別第一種指定
ルータ及び伝送路設備により通信の交
換及び伝送を行う機能

特別第一種指定ルータ及び当
該特別第一種指定ルータに係
る伝送路設備並びにこれと一
体として設置される通信路の設
定の機能を有する電気通信設
備（交換設備を除く。）

（略）

16

規定の趣旨

・ 第一種指定電気通信設備の

✓ 端末回線伝送機能のうち「特別帯域透過端末回

線伝送機能」（ドライカッパのサブアンバンドル） 及び

✓ 「折返し通信路設定機能」（ＩＳＭ折返し）

✓ ルーティング伝送機能のうち「特別収容ルータ接

続ルーティング伝送機能」（地域ＩＰ網の収容局接続）

を法定機能から削除し、接続料の設定義務を解除。

（※１） 削除に伴い、削除する法定機能の接続料の設定方法等に

関する規定を削除（第17条及び第17条の２の一部改正）するとと

もに、法定機能の名称を整理（第４条の表の一部改正。特別帯

域透過端末回線伝送機能との関係で「一般帯域透過端末回線

伝送機能」と呼称していた機能（ドライカッパ）について、「帯域透

過端末回線伝送機能」に変更）。なお、これに伴う用語の整理を

平成13年総務省告示第395号（電気通信事業法施行規則第二

十三条の四第三項の規定に基づく情報の開示に関する件）にお

いて行う（諮問対象外）。

（参考）アンバンドルの考え方
・ アンバンドルは、第一種指定設備設置事業者に過度の経済的

負担を与えることとならないように留意しつつ、他事業者の要望

があり、技術的に可能な場合は、アンバンドルして提供しなけれ

ばならないのが基本的な考え方とされている。

・ この点、これら機能を継続的にアンバンドルすることは、第一種

指定設備設置事業者に過度の経済的負担を与えるものではなく、

また、少なくとも現時点においては技術的にも可能であるが、固

定電話網のＩＰ網への移行等やメタルサービスの需要縮小等の

固定通信分野における状況変化等に起因し、長期間にわたって

接続事業者の利用がなく、将来的な利用意向がないことも確認

されたことから、他事業者の要望がないものと認められ、アンバン

ドルを解除するものである。
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規定の趣旨

・ 第一種指定電気通信設備の標準的な接続箇所（技術的条件を適

正かつ明確に定めるべき接続箇所（法第33条第４項第１号イ））のうち、

✓ 専ら接続事業者がドライカッパのサブアンバンドルを利用す

るために設定されていたもの（第２号） 及び

✓ 専ら接続事業者がＩＳＭ折返しを利用するために設定されて

いたもの（第５号）

を削除する。

（※１）「き線点」とは、地下ケーブルと架空ケーブルの接続点をいう。

省令改正案 【施行規則】

（第一種指定電気通信設備との接続に関する接続約款の認可の基準）
第23条の４ 法第三十三条第四項第一号イの総務省令で定める箇所は、次のとおりとする。

一 （略）
二 削除 第一種指定端末系伝送路設備における、き線点近傍の電柱等に設置される
端子盤の側の箇所

三・四 （略）
五 削除 第一種指定市内交換局に設置されるＩインタフェース加入者モジュール（主とし
て音声伝送役務の提供に用いられる第一種指定端末系交換等設備であつて電話役
務の提供に用いられる設備を除くものをいう。）における、第一種指定端末系伝送路設
備の側の箇所

六～十二 （略）

規定の趣旨

・ ＮＴＴ東日本・西日本の地域ＩＰ網を構成する交換等設備は、収

容局接続のアンバンドル削除により法定機能が何ら設定されな

くなるほか、ＮＴＴ東日本・西日本の利用部門による利用につい

ても「フレッツ・ＡＤＳＬ」及び「フレッツ・ＩＳＤＮ」の提供終了が公表

（※２、３）されるなど、他事業者の事業展開・利用者利便の確保

の観点から不可欠とは考えられない。

・ よって、第一種指定電気通信設備の範囲から、地域ＩＰ網を構

成する交換等設備、すなわち改正前の一種接続料規則におけ

る「特別第一種指定ルータ」（※４）を除外する（地域ＩＰ網を構成する

伝送路設備については全てＮＧＮ等と共用されており、指定を解除しない。） 。

（※２） フレッツ・ＡＤＳＬは令和５年７月31日新規申込受付終了、令和８年７月31

日提供終了。「『フレッツ・ＡＤＳＬ』のサービス提供終了日および新規申込受付

終了日等について」（令和５年４月21日ＮＴＴ東日本・西日本報道発表）で公表。

（※３） フレッツ・ＩＳＤＮは令和６年度末新規申込受付終了、令和８年１月31日提

供終了。「『フレッツ・ＩＳＤＮ』のサービス提供終了日および新規申込受付終了

日等について」（令和５年７月28日ＮＴＴ東日本・西日本報道発表）で公表。

（※４） 併せて、一種接続料規則から特別第一種指定ルータ等の定義を削除

（一種接続料規則第２条第２項第７号及び第８号）。

告示改正案 【一種指定告示】

次に掲げる電気通信設備であって、別表第一の上欄に掲げる区域において、同表の下
欄に掲げる電気通信事業者が設置するもの並びに第三号のハの設備であって、東京都に
おいて西日本電信電話株式会社が設置するもの及び大阪府において東日本電信電話株
式会社が設置するもの
一 （略）
二 施行規則第二十三条の二第四項第一号イの交換等設備＜注：固定端末系伝送路設
備を直接収容する交換等設備（第一種指定端末系交換等設備＞（デジタル加入者回線
アクセス多重化装置、デジタル加入者回線信号分離装置及び特定のパケットを識別する
機能を提供しないルータ（第一種指定ワイヤレス固定電話用設備であるルータを除く。）
を除く。）

三 施行規則第二十三条の二第四項第一号ロの交換等設備＜注：固定端末系伝送路設
備を直接収容するもの以外の交換等設備（第一種指定中継系交換等設備）＞であって、
次に掲げるもの
イ 一の都道府県の区域内における通信を行うもの（ルータにあっては、前号に掲げる設
備に該当するルータにより交換等が行われる通信の交換等を行うものに限る。）

ロ・ハ （略）
四～七 （略）
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（資産区分略）

省令改正案 【一種接続会計規則】

※同表様式第４（設備区分別費用明細表）及び別表第１勘定科目表についても同様に改正

固 定 資 産 帰 属 明 細 表 （単位 円）

別表第２〔第６条・第８条〕 接続会計財務諸表様式
様式第３

規定の趣旨

・ 第一種指定電気通信設備接続会計における設備区分

のうち、削除する法定機能の接続料算定に用いていた

設備区分等

✓ 折返し通信路設定機能に係る設備（ＩＳM折返し関係）

✓ 端末系交換等設備及び中継系交換等設備（主とし

てデータ伝送役務の提供に用いられるもののうち、

ルーティング伝送機能に係るもの）（地域ＩＰ網の収容局接

続関係）

を削除する。（ドライカッパのサブアンバンドルに関して設定されて

いた設備区分はない。）

・ なお、この削除に関わらず、配賦基準等が変更される

ことは想定しておらず、引き続き接続会計上適正に資産

及び費用は区分されるため、他の法定機能の接続料算

定に影響を及ぼさない。

（参考）一種接続会計
・ 第一種指定電気通信設備の接続会計では、指定設備設置事業

者の資産・費用・収益を指定設備管理部門と指定設備利用部門に

区分して整理し、指定設備管理部門と指定設備利用部門との間で、

指定設備の利用に関して他事業者と同一の条件の社内（振替）取

引を擬制する。

・ これにより、接続料の算定のための原価測定機能を有するとともに、

指定設備管理部門と指定設備利用部門双方の損益状況を明らか

にすることにより、内部相互補助のモニタリング機能を有するもので

ある。

指定設備管理部門 指定設備利用部門

収
益

費
用

収
益

費
用

接続
料等

振替網
使用料

振替網
使用料

営業費用
（管理部門）

役務収入

営業費用
（利用部門）

電気通信事業損益

区分



（参考）削除する設備区分に係る直近の資産・費用 19
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【地域ＩＰ網に係る固定資産（億円）】 【地域ＩＰ網に係る費用（億円）】

【ＩＳＭ折返しに係る固定資産（億円）】 【ＩＳＭ折返しに係る費用（億円）】

（出所）ＮＴＴ東日本・西日本接続会計報告書



20（４）「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」等に基づく規定の見直し

省令改正案 【施行規則】

● 「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（令和４年６月３日デジタル臨時行政調査会）において見直しを求められている条項をは

じめとして、接続・卸関連規制において事業者に求めている事項について、デジタル技術の進展等を踏まえた見直しを行う。

（認可接続約款等の公表）
第23条の８ 法第三十三条第十一項の規定による認可接続約款等の公表は、その実施の日から、
営業所その他の事業所において閲覧に供するとともに、インターネットを利用することにより、これ
を行わなければならない。

※第二種指定電気通信設備制度における届け出た接続約款の公表（法第３４条第５項）について準用される（施行規則
第23条の９の６）。

（卸電気通信役務に関する契約約款）
第25条の７の２ 第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を設置する電気通信
事業者は、前条第四号の表の上欄に掲げる卸電気通信役務に関する料金その他の提供条件
（同号（イを除く。）に掲げる事項に限る。）について契約約款を定め、公表しているものを総務大臣に届
け出ることができる。（後略）

２・３ （略）
４ 第一項の規定による契約約款の公表は、その実施の日から、営業所その他の事業所において
閲覧に供するとともに、インターネットを利用することにより、これを行わなければならない。

省令改正案 【一種接続会計規則】 ※二種接続会計規則についても同様に改正

（接続会計報告書等の公表等）
第10条 事業者は、第六条第一項の接続会計報告書及び接続会計整理手順書（以下「接続会計報

告書等」という。）を、毎事業年度経過後四月以内に書面又は別に定める磁気ディスクにより総務大
臣に提出しなければならない。

２ 事業者は、接続会計報告書等の写しを、営業所（商業登記簿に登記した本店又は支店に限る。）に備え
置き、接続会計報告書等を総務大臣に提出した日から、インターネットを利用することにより、そ
の写しを公表しなければならない。五年を経過する日までの間、公衆の縦覧に供しなければなら
ない。

３ 前項の公表は、公表の日から起算して五年を経過する日までの間、行わなければならない。事
業者は、接続会計報告書等の写しを、刊行物の発行その他の適切な方法により公表しなければ
ならない。

４ 前二項の規定にかかわらず、事業者は、総務大臣の許可を受けて、その事業上の秘密の保持
の必要により接続会計報告書等の一部を公衆の縦覧に供しないこと又は公表しないことができる。

規定の趣旨

・ 現在は、

✓ 指定電気通信設備の接続約款の公表（義務） 及び

✓ 指定電気通信設備を用いる卸電気通信役務に関す

る契約約款の公表（任意）

は、営業所その他の事業所及びインターネット（指定設備

設置事業者のウェブサイト）において行わせている。

・ また、指定電気通信設備の接続会計報告書等について

は、営業所での備え付け及び刊行物の発行等の方法に

よる公表を義務づけている（現在、指定設備設置事業者におい

てはインターネットにおいても公表）。

・ これら約款等については、広く電気通信事業者（指定電

気通信設備と接続する事業者のみならず、将来的に接続する電気通

信事業者等を含む。）に周知されていることが重要であるも

のの、その趣旨及び指定設備設置事業者の業務の効率

化等の観点を踏まえれば、インターネットにおける公表

が行われれば、必要かつ十分（※１）と考えられる。

・ よって、これら約款等の公表をインターネットの利用に

よることとし、その他の規定を削除する（※２）。

（※１）実際、指定設備設置事業者各社（計８者）によれば、営業所等に

おける閲覧回数については、一部の事業者は記録していないため確

認が難しいものの、営業所等における閲覧に関係する問合せについ

ては、いずれの事業者も、少なくとも直近の数年において無いと認識

しているとのことである。

（※２）接続会計報告書の様式においては、報告書を公衆の縦覧に供す

る場所を記載させているが、接続会計報告書の提出を受けた総務大

臣が接続会計報告書の公表場所を確認できるようにする必要がある

ため、今後は公表を行うウェブサイトのアドレスを記載させることとする。



21（５） その他所要の規定整備

附則案 規定の趣旨

附 則
（施行期日）

第１条 この省令は、公布の日から施行する。ただし、第三条中第一種指定電気通信接続料規則第四条の
表二の項の改正規定、第四条、第五条及び第七条の規定は、令和六年三月一日に施行する。
（準備行為）

第２条 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、この省令による改正後の電気通信事業
法施行規則及び第一種指定電気通信設備接続料規則（以下「新規則」という。）の施行の際現に電気通
信事業法（以下「法」という。）第三十三条第二項の規定により認可を受けている接続約款について、新規
則の規定に適合させるため、この省令の施行前においても同項の規定に基づく変更の申請をすることが
できる。

２ 総務大臣は、前項の申請が新規則の規定に適合している場合は、この省令の施行前においても当該申
請に係る接続約款の変更を認可することができる。この場合において、その認可を受けた接続約款の変
更は、この省令の施行の日において、法第三十三条第二項の規定による認可を受けたものとみなす。

３ 第一項の申請に係る接続約款の変更の認可の処分の日がこの省令の施行後となる場合において、この
省令の施行の際現に法第三十三条第二項の規定により認可を受けている接続約款は、当該処分の日ま
での間は、新規則の規定に適合しているものとみなす。
（経過措置）

第３条 この省令による改正後の第一種指定電気通信設備接続会計規則の規定（第十条の規定を除く。）
は、この省令の施行の日以後終了する事業年度に係る接続会計財務諸表及び接続会計報告書等につ
いて適用する。

２ この省令による改正後の第二種指定電気通信設備接続会計規則の規定（第十条の規定を除く。）は、こ
の省令の施行の日以後終了する事業年度に係る接続会計財務諸表及び接続会計報告書等について適
用する。

３ この省令の施行の日の属する事業年度に係る日本電信電話株式会社等に関する法律附則第十六条第
一項の規定による金銭の交付については、この省令による改正後の東日本電信電話株式会社の西日本
電信電話株式会社に対する金銭の交付に関する省令の規定にかかわらず、なお従前の例による。

・ 本省令案の施行日について、

✓ 固定電話網のＩＰ網への移行等を踏まえた

法定機能等の見直しにおいて、優先接続機

能を法定機能から削除する規定については、

令和６年３月１日

✓ それ以外の規定については、公布の日

とする（附則第１条）。

・ 本省令案による改正を反映した第一種指定電

気通信設備の接続約款の変更の認可申請に

ついては令和６年１月目途に実施されることが

想定されるため、施行日前であっても認可申請

を行うこととができるようにすることとする（附則

第２条）。

・ また、一種接続会計規則・二種接続会計規則

の改正について、この省令の施行の日以後終

了する事業年度（＝令和５年４月１日から開始する事

業年度）に係る接続会計財務諸表等から適用す

る（附則第３条第１項・第２項）。

（※１）接続会計報告書等の公表方法については、公布の

日から（現に公表している全ての接続会計報告書等につ

いて）見直しが適用される。

（※２）その他、東西均一接続料に係る東西交付金について

も、所要の経過措置を規定（附則第３条第３項）。

① 所要の規定整備

② 施行日・経過措置等

・ 特定卸電気通信役務に関する協議命令の申立てについて、総合通信局長等を経由して行うことができることとする（施行規則第69条第１項）。（諮問対象外）

・ 第一種適格電気通信事業者の指定の申請に係る接続約款の公表について、インターネットを利用して行うこととする（施行規則第40条の４の３第２項）。

・ その他表現の適正化等（施行規則様式第19の２、一種接続会計規則第２条第２項・第６条第２項）。



22スケジュール

令和５年９月 10月 11月
令和５年12月

～令和６年３月

9/19(火)
諮問

9/20（水）～10/19（木）
意見募集

情報通信行政・郵政行政審議会
電気通信事業部会

11月下旬
答申（予定）

答申を頂いた後、
速やかに制定・公布

３/１（金）
全部施行

10/26（木）～11/８（水）
再意見募集（接続に係る諮問事項のみ）

11月中旬
接続委員会

（参考）接続料の算定等に関する研究会における議論の経過

（１）第一種指定電気通信設備の接続料における適正利潤の算定方法の見直し関係

・ 第68回会合（令和５年２月20日（月）） 論点提示

・ 第70回会合（令和５年３月30日（木）） ＮＴＴ東日本・西日本からヒアリング

・ 第71回会合（令和５年４月18日（火）） 論点整理

（参考） 令和５年５月22日（月） ＮＴＴ東日本・西日本による接続約款の変更認可申請（本件に係る３条許可を含む。）

令和５年５月26日（金） 情報通信行政・郵政行政審議会に諮問（５月27日（土）～６月26日（月）意見募集、６月29日（木）～７月12日（水）再意見募集）

令和５年７月21日（金） 情報通信行政・郵政行政審議会より答申・同日総務省において認可

（２）第二種指定電気通信設備の接続料算定に係る様式等の見直し関係

・ 第71回会合（令和５年４月18日（火）） 論点提示

・ 第72回会合（令和５年５月 ９日（火）） ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク及びＭＶＮＯ委員会からヒアリング

・ 第73回会合（令和５年５月30日（火）） ＭＮＯ各社の現状整理

・ 第74回会合（令和5年６月13日（火）） 方針整理

公布日
一部施行


